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研究成果の概要（和文）：　本研究は、事業が大規模化・長期化した陸前高田市の復興プロセスを計画策定期・
事業導入期・事業見直し期・事業推進期の４期に分けて、行政・住民双方の取組みと専門家の関与、事業の進捗
に伴う被災者の意識と行動の変容を明らかにした。その上で、他市町村と比較した陸前高田市の復興事業の進め
方の特異性とその要因、地区レベルの計画・事業に関わるまちづくり専門家の果たすべき役割を明らかにし、そ
れをもとに、南海トラフ巨大地震に備えたハードとソフトの両面の復興プロセス・デザインの原則を提案した。

研究成果の概要（英文）：This study compares and verifies the reconstruction process of Rikuzentakata
 City, which has been planned to be large-scaled and prolonged, into four periods, which are the 
plan period, project introduction period, project reconsideration period, and project promotion 
period. It was clarified that both the government and residents' efforts, the involvement of 
experts, and the changes in the consciousness and behavior of the victims as the project progressed.
 In addition, the peculiarities of the Rikuzentakata city's reconstruction project in comparison 
with other municipalities, its factors, and the role of experts involved in district-level planning 
and projects were clarified. Based on that, we proposed the principle of both the hard and soft 
reconstruction process design for the Nankai Trough earthquake.

研究分野： 建築・都市計画

キーワード： 被災者　仮設住宅　震災復興　南海トラフ巨大地震　土地区画整理事業　事業見直し　地区レベル　ま
ちづくり専門家

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
　　本研究は、仮設住宅の長期居住に至った被災者を震災復興の主体として設定し、学際的な研究チームによ
り、これまで学術研究が踏み込まなかった陸前高田市の復興プロセス、すなわち、大規模化・長期化して空き区
画率が高い土地区画整理事業をはじめとした特異なプロセスとまちづくり専門家の役割について他の市町村と比
較・検証し、南海トラフ巨大地震に備えたハードとソフト両面の復興プロセス・デザインの原則を導いた点に学
術的・社会的な意義がある。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



１. 研究開始当初の背景 

阪神淡路大震災後、復興プロセスと住民の計画関与を評価する研究の蓄積をもとに、震災復興

のプロセスを事前に検討する減災対応、災害復興まちづくり支援機構等の体制づくりなどの重

要性が指摘された。しかし、東日本大震災でも震災復興の事業制度や自治体のガバナンスに多く

の問題が露呈した。最近、様々な観点からそれらの検証が進められているが、住民と行政をつな

ぐ計画の立案や事業間の調整に関与する専門家の役割まで踏み込んだ研究はなされていない。 

 市役所が被災をして市職員も多数犠牲になった岩手県陸前高田市では、応急仮設住宅が他の

被災地に先駆けて建設され、防災集団移転促進事業も他市町村より先行した。しかし、被災地最

大の土地区画整理事業は大きく見直されず、その完了時期は震災から 15 年後の 2026 年にされ

た。その過大なインフラ整備は仮設住宅居住の長期化を招き、整備後の土地利用やその持続可能

性の問題が指摘されていた。震災の年から毎夏実施してきた仮設住宅居住者調査では、特に土地

区画整理事業に関する情報提供や協議に対する強い不満が寄せられていた。 

 他の三陸被災地でも、復興事業の長期化や住民・行政間の齟齬等、似たような問題は生じてい

たが、事業間の調整や事業期間の短縮を図り、復興予算の有効活用を目指して事業の見直しが行

われていた。陸前高田市との明らかな差は、固有のガバナンスの問題に依る部分が大きいが、計

画技術の側面からその復興プロセスを比較・検証する必要があると考えた。また、来たるべき南

海トラフ巨大地震の被災地では、東日本大震災のように全額国費で復興事業を実施できないこ

とから、被災者の主体的な取り組みとまちづくり専門家の関与に着目した復興プロセス・デザイ

ンの原則を導き、事前準備を始める必要性を考えた。 

 

２. 研究の目的 

本研究は、被災者の住宅再建・地域再生に向けた主体性とそれを支援する専門家の関与に着目

し、陸前高田市と他市町の各地区を比較してそれらの復興プロセスを検証するとともに、南海ト

ラフ巨大地震の発災時に復興支援に関わるまちづくり専門家を想定して、以下の３点を明らか

にすることを当初の研究目的として設定した。 

（1）陸前高田市の復興プロセスの特異点と他市町との共通点 

陸前高田市内の復興事業の進捗に伴う被災者の主体性に関する意識と行動の変容を明らかに

した上で、計画・事業を大幅に見直した他市町等との違いを俯瞰・比較し、被災者の主体性と専

門家関与の観点から陸前高田市の復興プロセスの特異点と他市町との共通点をあぶり出す。 

（2）地区レベルの計画・事業に関わる専門家の役割 

被災者と行政と専門家の三者の関係に着目して、地区レベルの復興計画の立案や事業化のプロ

セスを比較し、住民の主体性と自治力を引き出す観点から有効な計画の立案や住民・行政の意見

調整、事業間の調整等に関わる専門家が果たすべき役割と機能する条件を明らかにする。 

（3）ハードとソフトの両面の復興プロセス・デザインの原則 

以上から得られた知見を踏まえ、南海トラフ巨大地震による被災が想定される地域における持

続可能な集落コミュニティの再生計画に係るハードとソフト両面の復興プロセス・デザインの

原則を導き出し、その展開を図る提案を示す。 

 

３. 研究の方法 

 本研究は、復興計画・事業のプロセスを計画策定期・事業導入期・事業見直し期・事業推進期

の４期に分け、特に陸前高田市の高田・今泉地区の土地区画整理事業と長部・広田地区の防災集



団移転促進事業（防集事業）に焦点を当て、インタビューとアンケート分析の両面から仮設住宅

居住者等被災者の主体性に関する意識と行動の変容を明らかにした。その上で、計画・事業を大

幅に見直した他市町との違いを比較するとともに、被災者・行政・専門家の三者の関係に着目し

て、陸前高田市の対象地区の比較対照群の関係者インタビューと関係資料等をもとに比較分析

を行い、研究協力者の専門家・地元住民・行政担当者との議論を踏まえて研究成果をまとめた。

関係者インタビューや研究協力者の専門家・行政担当者との議論は、三陸各地を訪ねて実施した

ほか、研究期間の 3年間に毎月研究会を重ねた。 

 

４. 研究成果 

(1) 仮設住宅居住者の生活再建や復興事業に関する意識の変化 

 震災後から毎夏に実施してきた住田町を含む全仮設住宅団地（合計 29団地）の自治会長等イ

ンタビューと合計 4回の居住者アンケートから意識の変化を明らかにした。 

① 住宅再建に関する意識の変化 

 陸前高田市が仮設住宅の解体時期を早め、災害公営住宅への入居を促したこともあり、2017 年

当時の仮設住宅居住者の多くは、造成中の土地区画整理事業区域に住宅を再建する予定者か住

宅再建の見込みが立っていない人のいずれかであった。前者は 2016 年度までは事業の進捗状況

が不明だったため不満や不安の声が多かったが、2017 年度以降は見通しがついたため、不満や

不安の声は減った。一方、後者は、個別対応の必要性が課題として浮き彫りになった。 

②  復興事業に関する意識の変化 

2017 年度にインタビューした自治会長等のほとんどが仮設住宅の入居当初はこれほど長期居

住になるとは思ってなかったと答え、復興事業に伴う仮設住宅居住の長期化を問題視していた。

特に高田・今泉地区の土地区画整理事業の事業期間の長期化を予見できなかったことや事業に

関する説明不足に対する不満の声が多かった。 

 居住者アンケート結果を振り返ると、復興に関する情報提供や協議に対する不満は、震災から

の３年目には７割を超えていた。6年目になっても、情報提供や協議が不充分という不満は強く

残っており、特に区画整理事業区域内に住宅再建を望んでいる人にその傾向が強かった。8年目

になると、ある種の諦め感を持ちつつも、復興まちづくりの計画内容やその策定方法など、やり

方次第では長期居住は避けられたはずだという思いを持つ被災者が少なくなかった。 

 

(2) 行政・住民双方の取組みと専門家の関与の検証 

 陸前高田市における行政・住民双方の取組みと専門家の関与を時系列上に整理・分析し、他の

市町と比較・検証した結果、明らかになった要点を復興プロセスの時期区分別に示す。 

① 計画策定期 

 復興計画の策定は、他市町村と比べて開始が遅れたことに加え、住宅の高台移転を求めた住民

や地元実業者らと、平地の積極的利用を考え高い防潮堤建設を求めた市長らの主張が鋭く対立

して平行線をたどっていた。50 人ほどの住民が策定委員になり、アンケートや現地説明会等を

通して住民意見を反映する形式はとったが、他の市町村のように防災や復興に関する専門家が

計画策定に不在で、専門的な知見が反映されなかった。また、復興計画の目標人口が過大に設定

され、住民の選択肢を増やす作為が結果的に土地区画整理事業の大規模化を招いた。一方、住民

側は高田地区と広田地区において住民らが主体的にまちづくり専門家の協力を得てまちづくり

ワークショップを重ね、その成果を行政側に提案したが、復興計画には反映されなかった。 



② 事業導入期 

陸前高田市は、複数の住民団体から強く要望のあった戸建て及び長屋建ての災害公営住宅は建

設地がないことと公平性を理由に一棟も建設せず、高田・今泉地区内の３箇所以外は全て復興事

業と切り離して建設事業を進めた。住民意向調査をもとに計画戸数を定めたが、国や県などの専

門家の助言は聞かず、早期に着工した。 

防集事業は、同じ仮設住宅に住んでいた被災者の主体的な取り組みがリードする形で、高田・

今泉地区を除く 28 団地 358 区画の宅地造成工事が 2015 年末までに完了した。被災者が主体的

に取り組んだ地区は空き区画が５区画未満だった。問題は、移転元地をそのまま敷地（筆）単位

で災害危険区域に指定したことであり、被災低地に市有地が散在し、利活用だけでなく維持管理

も問題になっていた。このプロセスに都市計画の専門家が関与していなかった。  

高田・今泉地区の防集事業は、住民への十分な説明なしに移転先を土地区画整理事業区域に組

み込んだ。そのため、宅地の造成が遅れてその引き渡しが大幅にずれこんだだけでなく、分譲価

格及び借地料が大幅に上昇した。 

③  事業見直し期 

 陸前高田市の土地区画整理事業は過大であるとして復興庁から見直しを求められ、高田地区

の嵩上げ区域や今泉地区の高台区域等を縮小したが、同じように見直しを迫られた女川町と比

べて軽微なものにとどまった。女川町では事業見直し期に外部から都市計画の専門家を入れて

関連事業を含めオープンな会議で計画調整を実施したが、陸前高田市では計画調整の専門家を

入れることなく庁内で見直しを行った。災害公営住宅も、他市のように何度も意向を把握せず、

需給調整も実施しなかった。その結果、陸前高田市の災害公営住宅の空き住戸は全体で 2割に達

し、特に戸建て住宅を要望した漁村部の広田地区はすでに半数が空き住戸になっていた。 

④  事業推進期 

 土地区画整理事業と防潮堤の整備以外は、2019 年度までに事業は完了した。土地区画整理事

業区域内は事業が継続中である。陸前高田市と同じく防集事業を併用して大規模な土地区画整

理事業を実施した東松島市は、早期の住宅再建を最優先課題として防集事業を先行して導入し、

事業速度が最も速かっただけでなく、ビルドアップ率も 9割以上と高かったが、陸前高田市では

多額の事業費を投入したにも関わらず、ビルドアップ率は未だ 2割ほどしか進んでいない。 

 

（3）陸前高田市の特異点と共通点 

以上から、陸前高田市の特異点と共通点をまとめると、被災者が集落単位で主体的に協議会を

設立して防集事業を進めた地区では、①専門家の支援を得ながら住民合意を重ね、早期に住宅を

再建していたこと、②事業の遅れによる単価の上昇が総事業費に影響を与えていたこと、③小規

模かつ早期に終了した事業には空き区画が生じていなかったことの３点は共通していた。 

一方、陸前高田市の復興まちづくりの特異点は、上記の通り数多く見られるが、これらは、①

市側に計画調整に関わる専門家がほとんど介在せず、②市による地区レベルの復興計画の立案

が形式的で、③導入事業の調整がほとんどなされなかったことに起因していたことを検証した。 

 

（4）地区レベルの計画・事業に関わる専門家の果たすべき役割 

地区レベルの復興計画の立案や事業化のプロセスを比較すると、土地区画整理事業については、

①陸前高田市では被災者に選択肢を示す意味で可能な限り高台候補地を加えたために大規模化

した。②その後は事業調整に関わる専門家が行政側に不在だったため復興計画の大幅な見直し



がなされず過大なインフラ整備となった。③計画範囲が大規模化した女川町や東松島市は住民

間や事業間の調整に関与する外部専門家の協力を得て事業費や事業期間を短縮した。 

津波復興拠点整備事業は、区画整理事業により集約した土地を買収するために活用した市町村

が多く見られたが、専門家の協力を得て事業間の調整を図ってきた大船渡市と女川町は区画整

理事業の早期受け皿として同事業を段階的に活用した。女川町と東松島市は、権利関係の調整を

伴う用地買収は時間を要するため、区画整理事業との合併施行区域を極力絞ったが、陸前高田市

は嵩上げ造成費を含めて事業予算を確保するために合併施行区域を大きくとった。 

 防集事業については、陸前高田市でも被災者が主体的に取り組んだ地区では計画立案や住民

間の調整に協力した専門家の関与が事業期間を短縮したが、大船渡市では、行政側の専門家が

「差し込み型」を推進した結果、陸前高田市の事業費/戸の 62％にとどまった。また、移転元地

の土地利用は、陸前高田市も外部専門家に業務委託して各地区で住民の参加を得て計画を立案

したが、大船渡市では被災者の主体性を引き出す専門家を継続的に派遣して計画立案後の調整

や民間事業者とのマッチングを進め、被災低地の有効利用を促進した。 

「差し込み型」の防集事業については、他の 20 戸未満の集団移転と比べて造成費が総じて低か

った。早期完了を重視した「行政主導」と早期着工を重視した「住民主導」に分けて比較すると、

両者の整備期間はあまり変わらなかったが、「行政主導」は工事が容易な平坦地を選んだ分、造

成費を低く抑えることができたこと、「住民主導」は小規模・分散配置の傾向が強く見られたが、

１戸あたりの整備面積が総じて広く、大船渡市は総じて短期間に低価格だったが、陸前高田市と

大槌町は造成工事が難航したことで期間と費用がかかっていたことを明らかにした。 

 地区レベルの計画・事業の調整は、被災者と行政と専門家の三者の関係に着目すると、行政側

の専門家が果たす役割が極めて重要であることは明らかであり、その専門家は事業の技術的な

調整だけでなく、地域の将来を冷静に見通して計画を立案し、事業の進捗状況と時間経過に伴う

マネジメントに対し適切かつ的確に助言する役割、意見調整をオープンに行い、地域の自治力を

引き出す舞台回しの役割が期待される。これらが機能するには、フラットに意見交換ができるガ

バナンスの環境が必要である。また、空間と時間のプランニングとデザインマネジメントの能力

と複眼的思考を持つまちづくり専門家を育成し、選定する仕組みを整えておく必要がある。 

 

（5）ハードとソフトの両面の復興プロセス・デザインの原則 

以上から、人口減少下の被災地の復興プロセス・デザインの原則は、①地域の復興よりも人の

復興を優先すること、②地域の生態系の持続可能性を重視することを基本とし、ハード面では、

③早期の住宅再建をインフラ整備よりも優先すること、④インフラ復旧と土地利用をセットで

考えること、⑤被災を免れた市街地や集落に住宅等を差し込むこと、ソフト面では、⑥被災者の

自律的な生活再建を促進すること、⑦より小さな地域単位で決めること、⑧時間的な経過ととも

に段階的に復興していく道筋をつけることの以上８点を本研究の結論として提案する。 

これらは南海トラフ巨大地震に備えるだけでなく、限りある財源の下で持続可能な再生を図る
上での原則でもあり、これらを展開するには、当該地域の住民が主体になり、地域協働によるリ

スクコミュニケーションとそれに基づく地域のプロセス・デザインのグループワーク（例えば、

逃げ地図づくりワークショップと公共施設デザインゲーム）を積み重ね、それらを通してその地

域の計画・事業の調整に携わる次代のまちづくり専門家を養成していくことを併せて提案する。 
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